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平成19年度の主な新規施策を各分野別に挙げ

れば、次のとおりである。

○ 平成19年４月より定年の引上げ、継続雇用

制度の導入等の高年齢者雇用確保措置の義務

化年齢が63歳に引き上げられるため、少なく

とも63歳までの高年齢者雇用確保措置を講じ

ていない事業主に対し、適切に指導・助言を

行い、なお改善が見られない事業主について

は勧告を行う。

○ 募集・採用時に係る年齢制限の緩和につい

ては、公共職業安定所で受理した求人のうち

年齢不問求人の割合を高め、年齢にかかわり

なく働ける社会の実現のため、引き続き事業

主に対する啓発指導に取り組む。また、募

集・採用に係る年齢制限の禁止を義務化する

ことなどを盛り込んだ「雇用対策法及び地域

雇用開発促進法の一部を改正する法律案」を

第166回国会に提出している。

○ 平成19年度から｢70歳まで働ける企業｣推進

プロジェクトとして、先進的企業の取組内容

を各地域で開催するシンポジウムで紹介し、

人事処遇制度等の見直しに対する個別相談・

援助を実施するとともに、各地域の事業主団

体等に委託し、70歳までの一層の雇用に向け

た取組、確保措置の円滑な実施及びその充実

を図るための取組を一体的に行うことで、意

欲と能力がある限り70歳まで働ける雇用機会

の確保に向けた環境整備等を進める。

○ 内閣官房長官が主宰する新健康フロンティ

ア戦略賢人会議で取りまとめ予定の「新健康

フロンティア戦略」を着実に実施し、幅広い

国民運動を実施し、国民が充実した人生を送

ることができる健康国家の実現に向けて取り

組むこととしている。

○ 地域住民がボランティア活動や家族参加の

体験活動、地域の様々な課題等を解決する学

習や活動などの取組を通じて、住民同士が

「学びあい、支えあう」地域のきずなづくりを

推進する事業を、平成19年度より実施する。

○ 高齢者や団塊世代が、職業や学習を通じて

高齢社会対策を、就業・所得、健康・福祉、

学習・社会参加、生活環境、調査研究等の推進

の各分野にわたり着実に実施する。

一般会計予算における平成19年度の高齢社会

対策の関係予算は、13兆6,373億円であり、各分

野別では、就業・所得７兆2,294億円、健康・福

祉６兆3,541億円、学習・社会参加195億円、生

活環境125億円、調査研究等の推進217億円とな

っている。

平成19年度の高齢社会対策第１

分野別の高齢社会対策第２

高齢社会対策関係予算

就業・所得

健康・福祉

学習・社会参加

平成19年度　高齢社会対策
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培った経験をいかして、学校や地域社会で活

躍できるよう、全国規模での「教育サポータ

ー」制度創設に向けた調査及び検討等を行う。

○ 「住生活基本計画（全国計画）」（平成18年

９月閣議決定）に掲げた目標（①良質な住宅

ストックの形成及び将来世代への承継、②良

好な居住環境の形成、③多様な居住ニーズが

適切に実現される住宅市場の環境整備、④住

宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定

の確保）を達成するため、必要な施策を着実

に推進する。

○ 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律」（平成18年法律第91号）に

基づき、地方公共団体による基本構想の作成

や公共交通事業者等によるバリアフリー化の

取組を促進する。

○ 「がん対策基本法」が平成18年６月に制定

されたところであり、がんの臨床的特性の分

子基盤等の研究を行い、がんのさらなる本態

解明を進めるとともに、その成果を幅広く応

用し革新的な予防、診断、治療法の開発をよ

り一層推進していく。

○ がん対策については、平均在院日数の短縮、

患者の身体的・経済的負担の軽減、がん医療

水準の向上を図るため、抗がん剤投与の治療

を外来で実施できるよう、国立がんセンター

東病院に「通院治療部（仮称）」を設置する。

生活環境

調査研究等の推進


